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特集 2／地球環境福祉研究センター海外招聘教授特別講義
海外招聘教授特別講義概要
　特集 2 は、2014 年 7 月 15 日に開催された地球環境福祉研究センター海外
招聘教授特別講義を取り上げる。今回の特別講義には 2010 年度から 2013 年
度まで千葉大学の客員教授を務めていただいたアーサー P.J. モル博士（Prof.
dr.ir. Arthur P.J. Mol）をお招きして、「転換期のエコロジー的近代化論
Ecological Modernisation in Transition」と題する講義をしていただいた。
　アーサー・P・J・モル教授は現在、オランダ・ワーヘニンゲン大学社会科
学学部環境政策講座教授。1995 年オランダ・アムステルダム大学にて社会学
の博士号を取得後、アムステルダム自由大学の次席研究員（環境研究）を経
て、1987 年ワーヘンニング大学の助教授に就任。2000 年より現職。本学の
客員教授（2010 ～ 2013 年度）のほか、国立マレーシア大学（UKM, Kuala 
Lumpur）や北京清華大学（Tsinghua University, Beijing）でも客員教授を
務めている。また、数多くの国際ジャーナル誌の編集委員も務めている。著作
は以下のものを始めとして多数ある。
　Environmental Governance in China （edited together with Neil Carter; 
Routledge, 2007）, Partnerships, Governance and Sustainable Development. 
Reflections on theory and practice （edited together with Pieter Glasbergen 
and Frank Biermann; Edward Elgar, 2007）, Environmental Reform in the 
Information Age. The contours of informational governance （Cambridge UP, 
2008）, The Ecological Modernisation Reader （edited with Gert Spaargaren 
and David Sonnenfeld, 2009 Routledge） and China’s Local Envuironmental 
Politics （edited with Genia Kostka, 2014 Routledge）. 
　本特集では、今回の講義の要旨を以下に採録するとともに、発表のもととなっ
たペーパーの翻訳、ならびにプレゼンテーションスライドを採録する。要旨な
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らびにプレゼンテーションの翻訳は本誌編集委員会で行い、ペーパーの翻訳と
ともに、松野弘博士（本学客員教授、千葉商科大学人間社会学部教授）にご監
訳いただいた。
　また、コメンテータ―は本学倉阪秀史教授が行った。倉阪教授のコメントは
以下の二点について指摘するものであった。
　第一に、モル教授によればエコロジー的近代化論は時代や場所に限定的なも
のであるということであったが、脱物質化の進展や、営利企業の活動と環境負
荷の低減の方向との両立（win-win situation（共益状態）の成立）といった、
エコロジー的近代化論で取り扱われる事象は、ある程度の普遍性をもった事象
ではないか、その理論的なベースとしてエコロジー経済学の理論が使えるので
はないかということである。
　第二に、モル教授は、エコロジー的近代化論において、政治的ドメイン、経
済的ドメイン、技術的ドメインの三つのドメインを基礎として議論を組み立て
ているが、公共研究では、公―私―共という三つのドメインで議論を行うこと
が多い。エコロジー的近代化論では、公共研究がとくに注目している「コミュ
ニティ」の役割をどのように考えているのか。
　それに対してモル教授からは、以下のような返答があった。
　第一の点に関して、エコロジー経済学とエコロジー近代化論は、一方は経済
学、もう一方は政治学や社会学をベースにするものであるが、基本的な考え方
を共有している。この点で、エコロジー経済学の考え方がエコロジー近代化論
のベースとして使えるという倉阪の考え方には同意する。ただ、エコロジー
近代化論は、市場経済が進んだアメリカや日本においては十分に適用できるが、
アフリカ諸国やブータン、ネパールのように市場的な意思決定自体が行われて
いない社会では経験的に適用が難しい。
　第二の点について、企業の脱物質化の背景をコミュニティにさかのぼるのは
難しいが、環境上の配慮をさまざまな社会で制度化させるための根源的なドラ
イビングフォースは地域的なコミュニティに求められるのではないか。
　その後、学生も交えて活発に意見交換が行われた。（公共研究編集委員会）
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【講義要旨】
　1960 年代、1970 年代、社会科学の関心が環境問題へと向けられた際、世界
の学者たちは当初、環境破壊の説明に執心していた。数ある中でも、人間行動、
資本家制度、大量消費文化、衰退を辿っている政府や国家、そして、産業や技
術の発展といったことが、いかにして進行中の自然環境の悪化を引き起こすも
ととなっているかに、彼ら、ないし、彼女らの中心的な関心はあった。1980
年代初頭、そして、1990 年代に産業社会が成熟期にさしかかった時、環境社
会学や環境政治学への関心は、環境問題のさまざまな改善方策をも含めて、環
境問題を解決していくための説明変数として徐々に広がり始めた。このこと
は、米国の環境社会学者である、フレッド・バトルが環境問題を改革しいて
くための社会科学と呼んだもの、すなわち、「環境社会学」（Environmental 
Sociology）の出現を導いた。「環境問題を改革していくための社会科学」の中
では、エコロジー的近代化（Ecological Modernisation） 概念は最も強力で一
貫性があり、よく知られているとともに、最も活用され、引用されている、常
に議論の対象となっている概念の一つとして傑出しているものだ。エコロジー
的近代化とは、おそらく「現代世界において、複合的な観点から、環境問題を
改革していくためのプロセスへの社会学的解釈」として定義できるであろう。
エコロジー的近代化論の研究は 1980 年代に登場してからまだ相対的に新しい
分野であるが、着実に発展している学問の一群として、世界の多様な研究組織
や研究者がどのようにして、グローバルな環境問題に対する関心を日常の行動、
実践、発展、そして、他者や自然界との関係、といった事柄に統合化している
か（それを企図しているか）について再帰させるものである。本小論は、（1）
エコロジー的近代化研究の 30 年間の成果に対する幅広い見地からの概観、（2）
この期間におけるエコロジー的近代化理論を含む主たる議論、（3）この分野
における将来の研究のための研究アジェンダ（討議用の課題の諸要素を提供す
るものである。
※ 本特集は、地球福祉研究センターの「研究プロジェクト 2　時代を読む―グローバライゼー
ションとグローバル・ガバナンス（3）」に関わる活動報告である。
